










































の変容を導 く重要な要素にな って きた ことと関連 しているもの と考 えられる。 この種の研究 は,対 象








に,1960年代の ア メ リカ合衆 国(以 下,ア メ リカ とい う),1970年代の ヨー1-1ッパ,1980年代 に は 日
本と,世界の主要国経済が相次いでグローバル経済段階に到達するようになる。各国企業が多国籍化
するのにともない,そ れぞれを代表する大都市には自国の企業のみならず世界から大企業が活発に進
出す るようにな り,オ フィス ・スペース需要が拡大するようになる。 この ような背 景か ら,主 要都 市
の都心およびその周辺では,大 規模なオフィスビルの建設や大規模開発プロジェクトの着工が相次
ぎ,それ らの都心空間は急激な変容を示してきている。1990年代に入 り,既存都心の老朽化や衰退
化が進 むなかで,周 縁部が新たに企業本社の受け入れ地 としてクローズア ップされるようにな る。近
年,主 要大都市の周縁部 にはい くつ もの業務核 が形成 される ようになり,'アメリカでは,す で に周縁
部の業務用フロア総面積が都心の業務フロア総面積をはるかに上回るほどオフィスの郊外化は一般 化
している。 しかも,こ の新 たに浮 かび上が って きてい る特別 な空間は,単 に業務の場 としてのみ重要
性を増 してきているのでなく,職住近接型の空間 として,こ こを舞台に新たな生活スタイルが生れて
」
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きているこ とに注 目した研究 もあ る2>。
第三は,企 業本社の一園 レベルでの立地展開に関する潮流である。これらの研究では,各 国の歴史
的発展過程が本社の立地展開上にも色濃 く映 し出される反面,次 第に企業の合理性あるいは企業の行
動論理に従う傾向が強まり,各国間に…一定の収束点が見いだせるようになることが,者 国での研究報
告 を総合的に対比す るな かで明 らか となる。重要 なこ とは,本 社の立地動向,つ ま り集中パ ターンで
あれ,分散パターンであれ,厳 密な意味では世界システム上の各国のポジションに応 じた空間的な発
現形態 と しての性格 を強 くもってい るこ とを認識 する ことであ る3)。
小論 では,カ ナダにおけ る本社の立地 展開 と国土空 間の編成 ・再編成 について整理 ・分析 し,他 国
の事例研究で明らかにされた結果 とす り合わせることにより,各国との共通性 とカナダの特質につい
て明 らかに し,そ の意味 を考察 してみたい。
皿 主要国本社立地に関する研究成果
、
日本の場合,東 京区部への一極集中パ ターンが強 ま ってきているこ とが一般 的に描 き出され,し か
も規模階層が大きくなるにつれて,こ の傾向が強 く現れることが明らかにされている。東京証券取引
所上場企業の本社 立地動 向 をみる と,東 京 区部 には1970年に1576(:中の49.2%,85年に1817社中の
、
47.5%,98年には2387社中の42.3%へと比乗を相 対的 に低下 させて きて いるが,絶 対数 は依然 として
増加を続けている。 これを資本金規模500億円以上の大企業でみると,東京区部の割合は1970年以降
も増勢 を示 し,1998年には7割 を超 える4)。
この ような大企業 の大都 市への集 中傾向は イギ リス にお いて もみ ら:れ,1000大企 業の36.0%がロ
ソ ドソ 中 心部(CentralLondon)に,49.2%がロソ ドソ 大都 市 圏(GreaterLondonCollurbaこ董on)に
本社 を置 くこ とが明 らかに され て いる5)また,フ ラ ンスでは パ リへ の集 中度 が極 めて高 い こ と6),
オース トラ リアで もシ ドニーへの集中立地が顕著であ ることが明 らかにされてい る。 この他では,イ
タ リアにおけるローマへの集 中性,人 口の少ないスウ ェーデンやニ ュー ジー ラン ドで もス トックホル




ア メリカにおけ る大企業 本社の分散的立地形態 は,他 の諸 国 とは一一線 を画 して考察すべ きであ る。
1960年代中ごろまで,大 企業の本社 はニ ュー ヨー クへの集中傾 向を強めて いる。 その後は逆 に大企
業木祖のニューヨークから他地域への移転が急速に進むようになり,その他の国々における展開と明
らかに傾向を異にする。 世界がア メリカ を軸にグ ローバル ・ス タンダー ド化 してい くのにつれて,ニ
ュー ヨー クへの集中性は弱 まるようにな る。 こうしたなかで 日本 な どその他の国 々で は,主 要企業 は
ひとつの特別の都市に本社を立地させる傾向を強めてきたことはすでに指摘 した とおりである。しか
も,ア メ リカ市場 との関係が強い国ほ ど,本 社立地の一極的集 中性 が強 まる とみ るこ ともで きる。 こ
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企業の時空間データの空間システム研究への適用 一カナダにおける企業本社の立地展開とその特性一一一
の点 に関 して,世 界座 標における各国のポ ジシ ョン,支 配従属 とまで いかな くて も,ヒ ト ・モ ノ ・カ
ネ ・情報 ・技術の発信と受信という大きな網の目上で相互に関係づけ られたものであるという指摘 も
な され ている9)。
アメリカにみ られる本社立地の分散性は単なる形態上の問題 として済まぜて しまうことの出来ない
意味をもつ。分散性は現代の集積経済学の:理論的枠組を土台か ら否定するような側面を含んでおり,




カナダにとって,ロ ン ドンへの本社集中が顕著であるイギリスが旧宗主国であるが,い までは本社
がニ ュー ヨー クから転 出 し,分 散立地段階 に入 って いる隣 国ア メ リカの経済 的影響が強い。 こ うした
歴史的背景を考慮 しながら,カナダにおける本社の立地動態を国 ・州 ・市町村などさまざまな空間次
元で把 握 してみ たい。
かつて筆者は,ア メリカにおいて全国レベルで拡がる本社立地 と,その他諸国における首位都市へ
の本社の一極的集中 という,次第に明確化 してきている顕著な現象について,技 術 ・資本 ・情報な ど
の 「発信者」 としてのアメリカ,そ れらの 「受信者」 としての日本 という視点から説明を試みたこと
があるlo)。企業の本社立地には,例 えば企業間取 り引 き上および金融取引上の有利性,高 次元の情
報の集中 ・集積,高 度専門技術労働力市場の形成,充 実 したプロデューサー ・サービスなど本社機能
を支える諸条件が整えられていることの重要が指摘されil),一極集中を説明するのに都合のよい論








うにな って きて いるこ とに も注意 を要 す る。
表1に よる と,収 益金 の規 模順 位 で上位500社の うち,カ ナダの民間企業 の割 合は1984年に42.1と
半数を下回 り,外 資系 企業が46.8%,公営 企業が11、1%を占める。 これを企業数 でみる と,趾 間企業
および外資系企業の割合は45.6%,47.2%とともに収益金における比重に比べて若干比重を高めるの
に対 して,公 営企業は7.2%とな り,規模が比較的大 きな企業が多いことがわかる。外資系ではアメ
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る 。 こ の 他 連 邦 政 府 所 有 の 企 業 が6.8%3.2%を 占 め る 。
,
1994年になる と,カ ナダの民間企業の割 合は,収 益金では37.9%に低下するが,
上昇する。また,公 営企業 も収益金 と企業数双方 において,7。9%と5.2%に比重を低下 させ るが,こ
れは連邦政府 およびオン タ リオ州を除いた州所有企業の比重 が低下 したためである。
リカお よびイギ リスの企業の割合がかな り低 くな り,代 わ りに進出国教 が増加 し,外 資を含め支配的
な所有者 をもたない,い わゆる分散的所有の企業数が増加するようになる。
2003年には,カ ナ ダの民間企業の割合は,収 益金 および企業数 ともに52.3%,59.2%と過半を占め
るようになる。公営企業は おおむね横ばいであるので,外 資系企業の比重が大幅 に低下 したことにな
る。ア メリカ企業の比重は収益金 と企業数 で22.4%と16.8%に,またがって一定の割合を占めていた
イギ リスの比重 はいずれ も0.7%,1.8%とな り,各 国順位で6位 に下 がる。代 わ って,「1本がそれほ
どの比重変化 を示 さない ものの,2位 に順位 を上げ る。 また,連 邦政府 関連 の公営企業 は1.3%,1.4
%と な り,収 益金 ではオンタ リオ州あるいはケベ ック州の比重を ド回 るようにな る。
しか し,依 然 としてカナダにおける外資系企業の比 重は非常に高 く,ア メ リカ企業の生産現場 とし
ての性格 が際立ってい るといえる。 カナ ダに進出す る企業の現地法人は,母 国を軸に して一方的な拡
大立地を展開するのではな く,む しろ世界的視野 からスクラ ップ アン ド ビル ドを繰 り返 し,き わ
めて選択的な立地拡大を図るのが一般的 である。 その際,進 出企業が単一の事業所企業か,あ るいは
複数の事 業所企業 かな どといった属性 によ り,カ ナ ダでの現地法人の担 うべ き役割 も当然異なること
になる。
その進出方法には新緯 に工場 を配置 してい く方法 と,既 存の企業あるいは工場 を合併 ・買収 してい
く方法 とがある。企業は,一 般的に両者 の弾力的採用に より,工 場 あるいは現地法人の立地展開 を現
実的に進める。 とくに,多 数の事業所を多数の地域あ るいは国家に配置す る大企業の場合,対 外経済
政策,国 内経済政策,国 土 ・地域開発政策,イ ンフラス トラクチ ャー,プ ロダク トサ イクル,工 場設

















ばバ ックス ・アメ リカーナ と俗 にいわれる"堺 秩 序を構築 する重要な柱の一つをな していることはい
うまでもない。 自国資本の育成が不充分で,外国資本の受け入れ比率の高い国々は外資支配率が高 く
な り,国内の地域編成上外資の影響をより強 く受ける。




外資 と地域 経済の関係 について,J.ブリ トンは カナ ダ ・オンタ リオ州 に立地 す る工場 にアン ケー
ト調査を行い,有効回答を得た87工場の分析結果か ら,ア メリカ企業の当該地域経済 との関係は,
カナダで最も進んだ地域に就地するにもかかわらず極めて弱いことを,原材料などの地元調達状況か
ら明らかにしている。この種の工場は,大企業組織の構成単位 として,遠 く離れて立地する本社 との
関係をよ り強 くもつ ようであ る14)。同様の傾向は,W.レ ーバーに よるス コッ トラン ド中西部の企業
分 析15)にお い て も,MJ.Taylorによる ニ ュー ジ ー ラ ン ド ・オ ー クラ ン ドに立 地 す る企 業 分 析1G)にお
いて も明らかにされてお り,対 アメ リカ,対 オース トラリア,対 イング ラン ドといった中心 と周辺 と
いう意味で,かな り状況のよく似た位置関係の下にある国家間に共通して見崩せることは興味深い。
地方政府の権限が強 く,地域主義も旺盛なカナダにおいて,主要大企業や大金融機関の本社立地が
いかに展開 して きたか について,こ れ まで い くつかの研究 が進め られて きてい る17)。これ らの研究
では,ブ ランチ ・プ ラン ト・エ コノミー(分 工 場経 済),外 国 資本支配 と地域発展格差な どのカナ ダ
的特質に関心が向けられ,金融機関や企業の立地集積を業種別,規模階層別,地 域別に整理 しながら
その実態を明 らかに してい る。た だ し,こ れ らは資料的 に単年度での分析 になっているために,読 み
そろえれば一定の変動過程を把握することも可能であるが,や は りある程度の時系列的な資料整理に
もとつ く企業 、Z地分析が必要 であ るこ とはい うまで もない。
2)企 業本社の立地動向 と地域再編
カ ナ ダ に お け る 大 企 業 本 社 に関 して,1977年の 資 料 は 『FinancialYos亡300』,198窪年 ・1994年は
『FillanclalPost500』,2003年の 資 料 は 『BusinessFT500』(NationalPost特別 号)に よ り,立 地 動
向を把握 してみたい。ただ し,各 企業の順位の基礎 とな っているデー タが時期によって収益金であっ
た り,売 上金 であ った りするこ とから,厳 密 な意味 で時系列的 に捉 えることは難 しい。 しかし,大 企
業の立地と地域の動態を関連させて大きな性向を描き出すのには問題なかろうと考え,またこれまで
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カナダ合計 100100 100500 roc.0100.0100.0100.0100.0100.0
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資 料:『BusinessFT5⑪0」SpecialIssue,NatiohalPosヒ,1985年版
注:D1984年 の企 業 規 模順 位 は資 産 ベ ー ス
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一一極 集 中性 が 強 い
。 しか し,こ こ20年で は,1984年の53.4%から,1994年には47.0%,2003年には
44.G%に比重を低下 させて きている。
トロン ト市および トロン ト大 都市圏での動向をみる と,双方 とも対全国比を低下させ てきている。
しか し,大 都市圏 レベルでは トロン ト市 レベルよ りも低下率は緩や かであ り,大企業本社が大都市圏
では静 心か ら周辺への広 が りを示 しなが ら立地変化 して きている。 この動向は, 全般的に広がるので
はな く,特 定 の郊外都市,例 えば かつて独立 した行政市 であ り,199E年1月1日に トロン ト市に合
併 され た ノー ス 三一 ク,エ トビコー, スカーボ ロな どの各市をは じめ,さ らにその外側 に位置 しトロ
ン ト市に隣接する ミシサウガ,マ ー カム といった トロン ト大都市圏を構成する都市 に多極分散的に立
地築横する傾向が強まる。
ミシサ ウが市 には,1984年と1994年にそ;れそれ26社,24社が集 積 し,全 国都市の なかで もバソ
クーパー市 についで5位 を占めるにいたる。2003年になる と,そ の数 はさ らに40祉に増加 し,バ ソ
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クーパー 市を抜 いて4位 に とな り,本 利二立地空 間上,ひ とつの大 きな核 地域 を形 成 す る よ うに な
る。 同様 に,マ ー カム市 への集 中 も顕著 とな り,1984年の1祉 か ら,1994年にその数 は14社とな
り,全 国7位 とな る。2003年に は,13社 と1社 減 少 す るが,主 要大 都市 が数 的 に減少 を示 すな か
で,全 国ランクでは単独7位 とな り,地方中核都市 と同等あるいはそれ以上の一大集積地 となって
い る。
ヶベ ヅク州での本社立地動向はオンタリオ州 と若干異なる。1994年までは絶対数および占有率 と
もに増 加 を示す が,2003年には若 干 の減少 を示 す。 この間,モ ン トリオー ル市 の 占有率 は1984の
14.6%から,1994年に は13.0%,2003年に は さ らに10.0%へと大 幅 に低 下 す る。 モ ン トリオ ー ル 大 都
市圏もほぼ州レベルでの動向に連動する。 トロン ト大都市圏 とモン トリオール大都市圏の本社立地展
開の違いは,前 者では郊外地域のい くつかの拠点に集中的に立地 し,ト ロント都心の減少をカバーし
ている。これに対 して,後 者では周辺市町村に分散的に立地する傾向を強 く示すことである。例え
ば,ト ロン ト大都市圏のミシサウが市やマーカム市のような核的存在はモン トリオール大都市圏には




本 社数は,1984年には4市32社,1994年には7市53社,200a年に は10市68社とな る。 これに対 し
て,モ ン トリオール市 以外 に立地 する企業 本社数は,1984年に ラシーン市の2社 を筆頭 に4市 に5
社,1994年にはブ ッシ ュビル市の4社 を含 め14市に33社,2003年には上述 した ように ロソギ ィル市
の6社 を最大 として16市に34社が立地 する。 この よ うに,い ず れの周縁地域 も本社の 立地 展開 とい
う意味で,重要性を増してきているものの,双 方での展開には大 きな違いが存在する。
アルバ ー タ州では,カ ル ガ リー とエ ドモ ン トン とい う2つ の主要 な都 市が存在 す る。 本社 立地 に
関 しては,カ ルガ リー市 とエ ドモ ン トン市を比 較 す る と,1984年に は,前 者50祉に対 して後 者9
社,同 じ く1999年では53社対7社,2003年には59社対10社であ り,カ ル ガ リー市に8割 以上 が集 中
して いるこ とが特徴 としてあげ ら;れる。 カル ガ リー市の対 全国比は,1984年の3位 ・10.0%から,
1994年に は3位 ・10.6%,2003年には モ ン トリオ ー ルll∫を 抜 い て2位 ・11.8%と一 貫 して 比 重 を 高
めて きてお り,西 部地域 におけ る本社立地の最大中心 をな して きてい る。その他では,レ ッドデ ィア
市 に加えて2003年に2町 村への広が りがみ ら;れるのみである。
ブ リテ ィ ッシ ュ嵩コロンビア州の比重は,1984年の8.2%(41社)から1994年には10.2%(51社)
に急増 し,そ の後2003年には増 勢が弱ま り,10.4%(52社)にとどまる。 こうしたなかで,バ ンクー
バ ー 市 は,1984年に7.4%(37社),19951}=1.2%(36社),2003年に は7.0%(35社)へ と絶 対 数 ・占
有率 ともに,若 干であ るが低下させ てきてい る。逆 に郊外で は,リ ッチモ ン ド市やバーナ ビー市 に本
社の立地拡大 がみ られ るようになる。'その他では,ケ ローナ市や カムルー プス市 といった ロ ッキー山
脈の中心都市やバンクーバー島の州都ビク トリアなど限られた都市に少数ながら本社立地がみ られる。
マ ニ トバ州では,ウ イニペ グ1市 の みへの立地 であ り,き わめて単純 なパ ターンが抽 出され る。




ア トラソ テ ィック諸州で は,プ リンス ・エ ドワー ド ・ア イラン ド州 には本社 はみ られず,ノ バス コ
シア州・ニ ューフ ァン ドラン ド州・ニ ュー ブラソズ イ ック州あ わせ て,1984年に16社,1994年17社,
2003年に17社の立地 がみ られ る。 この なかで,ニ ュフ ァン ドラソ ド州 では1984年,1994年とすべて
の本社 が1祉 ずつ分 散的 に立 地 してい たが,2003年にはセ ン トジ ョン ズ市の み に5本 社 とな り,立
地 の集約 がみ られ る。 ノバ ス コシア州 では,セ ン トジ ョン市 に1984年に3社 と1994年に2社 と複数
立地 が み られ たが,2003年にはモ ンク トン市 や フ レデ リク トソ市 に複数 立地点 が移動 して いる。 ノ
バ ス コシアでは,ハ リフ ァ ックス市 に3～4社 の立地 がみ られ る他は1社 の分散立地 とな る。
N母 国別にみた外資系企業本社の立地動向
カナダにおける主要国別外資系企業の数 ・収益金別推移 をみると(表1を 参照),カナダにおける
上位500社企 業の うち,カ ナ ダ企業 は1984年の228社か ら1994年に243社,2003年には296社とな り,
6割近 くを占め る ようにな る。逆 に ア メリカ企 業数 は1984年の146社か ら,1999年に110社,2003年
には84社にま で減 じ,そ の割合 は29%近 くか ら17%に落ち込ん で きてい る。 こう して,1990年代以
降 日本や イギ リスなどその他諸国の合計割合とほぼ拮抗するようになって きている。
この傾 向は収益 金規模 でみて も,ほ ぼ同様 にみ られ るが,カ ナ ダ企 業は1984年の42%か ら正994年
の38%に下降 するが,2003年には52%と過 半 を占め る ようになる。 アメ リカ企 業は,30%,28%,22
%と いうように企業数ほ どの落ち込みはないが,減 少傾向が続いている。カナダ企業の比重の上昇
は,ひ とつ には トル ドー政 権 が打 ち!f;した 「第3の オプシ ョン 」の影 響,ま た カナ ダにおけ る産 業
資本の蓄積,NAFTAの 影響な どに よるもの と考え られ るif)。
ア メ リカ企業の場 合,豆984年には146社の うち,73%が オγ タ リオ州に集 中 し,収 益金 に占め るそ
の割合は82%にのぼ る。 その うちの79%は トロン ト大 都市圏 に よ り占め られ,さ らにその81%は ト
ロン ト市に立地 す る。1994年になる と,ア メ リカ系企業 数が110社に減少 す るな かで,オ ン タ リオ州
で も68社とな り,そ の割 合 も62%に低下 す る。 と りわ け,ト ロ ン}・市で は19社に減少 し,オ ン タ リ
オ州のなかでの割合は28%に急低下する。
こうしたなかで,ト ロン ト市郊外の業務空間の多極的成長がみ られるようにな り,これら郊外地域
が トロン ト市を凌駕 し,ケ ベ ック州あ るいはカルガ リー 市やバ ンクーバー市 を含む 西部 諸州の総 計を
も上 回 るよ うにな り,ま さに本 社立地 の最前線 基地 とな りっっあ るを示 した。2003年にな る と,ア
メリカ系企業の数は84になお減少 し,オ ンタリオ州 も依然 として62%を占めるものの,絶 対数では
52社に減少 す る。 こ うした なかで,ト ロン ト市 の本 社数の割 合は38%と上昇 に転 じるが,'数的 には
前期 に比 べて 亘社増 に とど まる。 これは,1998年1月1日 に,ト ロン ト市,ス カーボ ロ市,工 トビ
コー 市,ノ ー ス ヨ ー ク市,イ ー ス トヨー ク市,ヨ … ク地 域 政 府,メ トロ ・ トロン ト政 府 の7つ の 地
方行政府が合併 して新 しい トロン ト市を設立 したために,ト ロン ト市での減少を免れた ものであ
る19)。
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モ ン トリオール 市 では,1995年頃か ら郊外地 域 への 立地 がモ ン トリオー ル市 と同程 度 とな り,
2003年では市および郊外双方で大幅な減少を示すようになる。逆 に,全 体数が減少するなかで,カ
ルガ リー市やウイニペグ市での増加を中心に,西部諸州の割合が高 くなる。カナダ企業が,オ ンタリ
オ州に4割,ケ ベ ック州に2割 から2割5分,西 部諸州に3割 という比較的平均的な分布を示すの
と,ア メ リカ企業の立地にはかな りの程度の違 いがある こ とは明確であ る。
アメリカ大企業の進出動向と比べて,日本や歴史的 に関係の深いイギ リスやフランスのFT500企
業の進出はいかなる空間特性をもっているであろうか。
Ll本企業 は,1984年に19社が進出 していた。 この うち トロン ト市8社,ト ロン ト大都市圏 レベル
で10社,モ ン トリオール(市 のみ)4社,バ ンクーバー市3社 とな り,過 半は トロン ト市 に集 中 して
いたが,モ ン トリオール市な どに も立地 がみ られる。1994年にな る と,進 出社 数は17,トロ ン ト市
7社,ト ロン ト大都市圏で14社,モ ン トリオール市はゼ ロ,バ ン クーバー市1社,そ の他 とな り,ト
ロン ト市およびその周縁に集中性を高める。2003年では,バ ブル崩壊に ともなう海外事業の縮小の
影響 もあ り,進 出社数 は11に減 少す る。 トロン ト市6社,ト ロン ト大 都市 圏で8社 とな り,あ とは
号
バン クーバー 市3祉 とな り,i・ロソ ト中心=バ ン クーバー ・サ ブ 中心 の2点 的形態 が明確 化 してい
る 。
イギ リス企業 は,1984年に27社が進 出 していた。 この うち トロン ト市13社,ト ロン ト大都 市圏で
14社,オン タ リオ州全体で17社と,6割 強 を 占め る。他で は,モ ン トリオール ・カルガ リー市 に各3
社,ノ バ ス コシア州 に3祉,ニ ューフ ァン ドラン ド州 とバ ン クーバ ー市 に各1社 とな る。 トロン ト
市を中心に大都市および東部地域を中心にした展開を示す。
1994年には,進 出企業数 は17祉に減少 す る。 内訳 は,ト ロン ト市5社,ト ロン ト大 都市圏 で12
社,オ ン タ リオ州13社とな り,こ の地域 の比重は10ポイン ト以」二の高 ま りをみせ る。他で は,モ ン
トリオール市2社,モ ン トリオール 大都市 圏で3社,バ ン クーバ ー 市1社 とな り,大 都市 お よびそ
の周辺への空間的集約がみられる。
2003年には9社 の進 出をみて いる。 トロン ト市は ゼ ロ,ト ロン ト大都 市圏 で1社,オ ン タ リオ州
で2社 とな る。モ ン トリオール市 はゼ ロ,モ ン トリオール 大都 市圏 で1祉,ケ ベ ック州 で5社 と最
大の立地数 となる。他はカルガ リー市 とウイニペグ市の各1社 となる。 この展開は如侮に説 明すべ
きかもう少 し精査する必要がある。
次に,フ ランスをみ ると,1984年にはFT500のリス ト上 に その企業 はな く,1994年に6社 が掲載
されて いる。 トロン ト市はゼ ロであ るが,ト ロン ト大都市 圏 レベル では2社 とな る。モ ン トリオー
ル市は2社,ケ ベ ヅク州では3社 が立地 し,フ ラン ス系 カナダ中心 の立地傾 向がみ られる。 その他
はカルガ リー市1祉 とな る。2003年にな る と,そ の数 は5社 とな り,ト ロン ト市1社,ト ロン ト大
都市圏 で2社,モ ン トリオー ル市1社,モ ン トリオ ール大都 市圏 で3社 とな り,フ ランス系 に重心






カナダにおける主要企業の本社立地は,以 下にま とめることがで きる。
1.カナダの主要企業は,カ ナダの民間企業の割合が増大 して きているとはいえ,依 然 として主要
国に比べて,外 資系企業の割合が高い し,公営企業の比重が大 きい。特に,ア メ リカ企業の影響,あ
るいははるかに小さいが 日本企業の影響などを通 じて,都 市あるいは地域経済が容易に規定される構
造:にある。地域の発展や衰退が外資系企業の戦略ひ とつで決め られてい くというような脆弱性を内包
して いる。
2.主要企業の本社立地は,都 市人 口規模 に比例 して展開 していたが,次 第にそれから乖離するよ
うにな り,ト ロン ト市 ・大 都市 圏 とカル ガ リー 市 とい う2点 集約 的 傾 向を強 めて きて い る。 同時
に,モ ン トリオール市 あ るいは一部バ ン クー バー市 もそ うであ るが,そ れ らを除 く地 方 レベル では,
中小都市町村 にもみられ本社が各州の中心都市へ集約 される傾向が強まってきている。
3.ト ロン ト大 都市圏 では,周 縁 部にエ ッジ ・シテ ィ的 な拠点 が形 成 され,も はや都 心は金融 セン
ター(別 稿において指摘す る予定),郊外に企業本社 という構図がみ られ,ア メリカを中心に した世
界秩序のなかでのアメリカ企業本社の分散的立地 とその他諸国での立地集中 と相似的状況がカナダに
おいて も抽 出され る。
4.1990年代以降,モ ン トリオールでは中心市のみでな く大都市圏でも比重の低 ドが顕著に進み,
全体として トロン ト市およびその大都市圏 との格差が明確化 してきている。 しかし,外資系企業の動
向として,イ ギ リス,フ ランスは例外的にモン トリオール市お よび都市圏において比重を高めてきて
い る。
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o で々5か8フηθ'郵ψ01な,brooklngs,2003,Garreau,J.EdgeCity-Llfeon邑heNewFrontier,Doubleday,1991,
Beauregard,R,A.EdgeCities:PeripheralizingtheCenter,防加 η(ヌ60雪・'πρ乃y1((8)な ど が あ る.
3)日 本に関する研究では,藤 田直情 「東京:巨 大空間の諸相』大明堂,zoos年,ll」崎健 『大都市地域のオフ
ィス立地』大明堂,200翌年,富 川和暁 「大都市圏の構造変容』古今書院,1995年,阿部和俊r日 本の都市体






























17)佐 々木潤 『変わ りゆ くカナダー一21世紀 の繁栄 をめざ して』ジ ェ トロ,1986年,Semple,K.,Quarternary
PlaccsillCanada,InJ.NJI.Britton(ed.)α'1θdπ醒 ～n〃'cG1θ西〃Ecoπoη2ッ:1フ～cG60」望πψ1り,(ゾS'〃κ々`π～∬α〃イ7セ`1'・
〃010g'α71C1～o'嘘,McGili-Queen'sUniversityPress,1996,株主 『カ ナ ダ 経 済 の 発 展 と 地 域 』大 明 堂,1999年,





RegionalSciencesAssociation),June1-3,2007では,ト ロ ン ト市 の 市 域 拡 大 プ ロ セ ス が 整 理 さ:れて お り,な か
なか複雑で把握 しにくい背景についても言及され,参 考になる.
(ふじた ・なおはる 文学部教授)
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